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• 電⾞：⾞両（鉄、アルミ）、匠の局⾯仕上げ、FSW
• 建設機械：厚板溶接、ロボット溶接、半⾃動溶接
• 鉄道軌道：レール継ぎ溶接

1．溶接はあらゆる製品に必要な基盤技術









団体会員数の推移
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4. 団体会員はあらゆる産業に及ぶ
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理事会の構成

業界に偏らない普遍的な構成で
公平性を担保
理事23名、監事3名

幅広い⼤学からの中⽴理事
中⽴理事8名（会⻑を含む）

右図は2024年度の理事会役員
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国 ⽴ ⼤ 学 法 ⼈ 東 京 ⼤ 学⻘ ⼭ 和 浩会 ⻑

三 菱 重 ⼯ 業 （ 株 ）伊 藤 栄 作副 会 ⻑

⽇ 本 製 鉄 （ 株 ）福 ⽥ 和 久副 会 ⻑

国 ⽴ ⼤ 学 法 ⼈ ⼤ 阪 ⼤ 学廣 瀬 明 夫会 務 担 当 理 事

⼩ 池 酸 素 ⼯ 業 （ 株 ）⼩ 池 英 夫会 務 担 当 理 事

パ ナ ソ ニ ッ ク コ ネ ク ト （ 株 ）池 ⾕ 啓 司理 事

国 ⽴ ⼤ 学 法 ⼈ 埼 ⽟ ⼤ 学⾦ ⼦ 裕 良理 事

国 ⽴ ⼤ 学 法 ⼈ 広 島 ⼤ 学篠 﨑 賢 ⼆理 事

（ 株 ） 神 ⼾ 製 鋼 所末 永 和 之理 事

国 ⽴ ⼤ 学 法 ⼈ 東 京 ⼯ 業 ⼤ 学⾼ 橋 邦 夫理 事

Ｊ Ｆ Ｅ ス チ ー ル （ 株 ）⽥ 川 哲 哉理 事

国 ⽴ ⼤ 学 法 ⼈ ⼤ 阪 ⼤ 学⽥ 中 学理 事

東 芝 エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム ズ （ 株 ）坪 井 ⻯ 介理 事

ト ヨ タ ⾃ 動 ⾞ （ 株 ）中 村 好 男理 事

ジ ャ パ ン マ リ ン ユ ナ イ テ ッ ド （ 株 ）丹 ⽻ 太理 事

国 ⽴ ⼤ 学 法 ⼈ ⼤ 阪 ⼤ 学藤 井 英 俊理 事

川 崎 重 ⼯ 業 （ 株 ）藤 本 光 ⽣理 事

国 ⽴ ⼤ 学 法 ⼈ ⼤ 阪 ⼤ 学南 ⼆ 三 吉理 事

（ 株 ） ⽇ ⽴ 製 作 所宮 﨑 克 雅理 事

（ 株 ） ダ イ ヘ ン森 本 慶 樹理 事

（ 株 ） Ｉ Ｈ Ｉ⼭ 岡 弘 ⼈理 事

東 京 電 ⼒ ホ ー ル デ ィ ン グ ス （ 株 ）⼭ 下 理 道理 事

（ ⼀ 社 ） ⽇ 本 溶 接 協 会⽔ 沼 渉専 務 理 事

国 ⽴ ⼤ 学 法 ⼈ ⼤ 阪 ⼤ 学才 ⽥ ⼀ 幸監 事

⽇ 鉄 溶 接 ⼯ 業 （ 株 ）妙 中 隆 之監 事

⽇ 酸 Ｔ Ａ Ｎ Ａ Ｋ Ａ （ 株 ）⻑ 堀 正 幸監 事







専⾨部会
溶接材料部会

電気溶接機部会

ガス溶断部会

船舶・鉄構海洋構造物部会

機械部会

⾃動⾞部会

建設部会

鉄鋼部会

ろう部会

はんだ・微細接合部会

⾞両部会

圧⼒設備サステナブル保安部会

AM部会 Additive Manufacturing Division

研究委員会

特殊材料溶接研究委員会

原⼦⼒研究委員会

化学機械溶接研究委員会

ロボット溶接研究委員会

表⾯改質技術研究委員会

溶接・接合プロセス研究委員会

レーザ加⼯技術研究委員会

⾮破壊試験技術実⽤化研究委員会

11

7. 日本溶接協会の専門部会・研究委員会



資格認証

溶接管理技術者

溶接作業指導者

溶接技能者

マイクロソルダリング技術要員

建築鉄⾻ロボット溶接オペレータ

IIW国際溶接技術者

ISO 9606-1溶接技能者

AM技術者

その他の認定・認証

電⼒関係の溶接⼠・溶接施⼯法

外国⼈技能実習⽣

⾮破壊検査事業者

ガス溶断器ガス溶断器

⽇本溶接協会マイスター審査委員会
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8. 日本溶接協会の認定・認証
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9. 日本溶接協会の教育

教育委員会

溶接技能者教育委員会

溶接管理技術者教育委員会

マイクロソルダリング教育委員会

建築鉄⾻ロボット溶接設オペレータ教育委員会

AM技術者教育委員会

公平性を担保するため教育と認証は独⽴させる（ISO17024）



10. 教育、認定・認証事業の規模

受験者数教育受講者数

10,7902,225溶接管理技術者

103,629977溶接技能者

13,012外国⼈技能実習⽣

事業規模の例
溶接管理技術者の教育と認証試験
溶接技能者の教育と認証試験
外国⼈技能実習⽣の認証試験
以下は全て2023年度の年間総数である
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11. 日本溶接協会の第3者委員会（特別委員会）

特別委員会

規格委員会

特許委員会

安全衛⽣・環境委員会

設備技術規格評価委員会

出版委員会

国際活動委員会

全国溶接技術協議会運営委員会

ISO、JIS、WES規格の制定・改正に係
る審議

⾼圧ガス保安法の保安検査の⽅法としての
⺠間規格を評価する⺠間規格評価機関

業界に左右されない公平性・普遍性・第三者性が必要となる活動
を⾏う委員会

溶接関係特許に関する特許庁及び関連
団体との協⼒

溶接技能の普及と向上を⽬的とする全
国溶接技術競技会の運営

国際会議の開催、国際的広報活動、海
外学協会等との交流等

出版物、⽂献の登録及び管理

溶接作業及び環境の安全及び衛⽣に関
する関係省庁および関連団体との協⼒



処理設備
圧縮機
ポンプ 等

⾼圧ガス設備

貯槽
配管 等

ガス設備

⾼圧ガス設
備の上流の
（低圧の）
ガスの通る
部分等

製造設備

加熱炉
計測器
動⼒設備
転倒台等

防消⽕設備
ガス漏えい検

知警報設備
除害設備
計器室
容器置場
警戒標識等

製造施設

（⾼圧ガス保安協会機関紙『⾼圧ガス』 ⾼圧ガス保安法の基礎シリーズより抜粋）

保安検査の対象となる⾼圧ガス製造施設

配管圧縮機、ポンプ 加熱炉貯槽

製造施設 外観

圧⼒容器

【溶接が⽤いられている主な製造施設の例】

熱交換器
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11. 設備技術規格評価委員会が対象とする設備

多くの設備が溶接構造物





⽇本溶接協会の定款と事業範囲
定款第3条
本会は,溶接に関する技術の向上及び普及を図るとともに

我が国産業の健全な発展に寄与することを⽬的とする。
定款第4条
本会は,前条の⽬的を達成するため,次の事業を⾏う。
• (1)〜(10)：以下を除き溶接に関する内容
• (2)社団法⼈溶接学会その他国内外の学協会及び研究機関等との協⼒
• (3)⾏政庁等に対する意⾒の具申⼜は答申
• (10)前各号に掲げるもののほか,

本会の⽬的を達成するために必要な事業

事業範囲が溶接に関する事項だけではないことを定款に明記
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⽇本溶接協会のその他の事業（溶接以外）の例
委託団体開発・研究の内容設⽴専⾨部会・研究委員会

防衛省・船体⽤特殊鋼材の研究
・⾼張⼒鋼の艦船への適⽤
・先進船体材料・構造の研究・試作
・⽔素貯蔵容器製造技術

1959年〜防衛省関連委員会
NSU（Naval Steel 
Upgrade）委員会など

防衛省
（⼀財）⽇本海事協会

・溶接構造⽤⾼張⼒鋼板、低温構造⽤鋼板開発
・極厚鋼板のアレスト安全性と国際標準化
・鋼材の破壊靱性試験
・鋼材の脆性破壊評価

1964年〜鉄鋼部会ATS委員会

⽇本原⼦⼒発電（株）
動⼒炉・核燃料開発事業団
東京電⼒（株）
⽇本原⼦⼒研究所

原⼦炉溶接技術の開発にとどまらず、原⼦⼒機
器の材料、設計、施⼯、検査にわたり広い分野
の課題を取り上げる
⼀例）ITERの構造設計基準案の作成

1957年〜原⼦⼒研究委員会

（株）⽯油産業技術研
究所

「圧⼒設備の供⽤適性評価⽅法-減⾁評価」
WES2820

1958年〜化学機械溶接研究委員
会

（⼀社）CIW検査業協会溶接構造物⾮破壊検査事業者(検査会社)の認定
【通称：ＣＩＷ認定】

1963年〜溶接構造物⾮破壊検査
事業者認証委員会
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⽇本溶接協会の規模

⼀般社団法⼈⽇本溶接協会

3,514百万円経常収益（2022年度）

8,842百万円正味財産

74名（職員57名、嘱託17名）職員数（2023年4⽉1⽇）

302（団体のみ）会員数

2022年度のディスクロージャに基づく事業の規模
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⽇本溶接協会の役割ついて
社会貢献

• 溶接はあらゆる製品に必要とされる基盤技術です
• 当協会は溶接・接合（AMを含む）の技術・技能・品質の向上・発展・普及に貢献しています
• 当協会は業界団体ではなく社会貢献団体です

溶接の技術向上
• 専⾨部会・研究委員会では各産業分野に分かれ必要とされる基盤技術の研究・開発を⾏っています
• 各産業分野で必要な規格作成を⾏っています
• 官公庁を含め各種の受託研究・受託事業を⾏っています

溶接の技能向上
• 溶接の全国⼤会（1951年〜）を通じて全国レベルで溶接技能の向上に貢献しています（優勝者は経済産業⼤

⾂賞に申請）
• 県予選（県⼤会）の優勝者が全国⼤会に出場できる「甲⼦園⽅式」で各県の溶接を活性化しています
• （公社）全国⼯業⾼等学校⻑協会が主催する「⾼校⽣ものづくりコンテスト：溶接部⾨」を⽀援しています

溶接の品質向上
• 各種の教育・認証を通じて溶接品質の向上に努めています

22



技術の標準化・普及
• 開発した技術は標準化や教育・認証で産業界への普及に努めています
• 標準化はISOやJIS、必要に応じ⽇本溶接協会規格WESにより実施しています
• 開発した技術は必要に応じ書籍として発刊し産業界への普及に努めます

⼈材育成
• 溶接技能・溶接技術などにつきカリキュラムの開発、教科書の作成を⾏っています
• ⼈材育成の教育を全国で⾏っています

助成制度
• 公募により全国の若⼿研究者に助成⾦を出しています（10件／年）
• 当協会が指定するAM要素技術開発に対し公募で助成⾦を出しています（5件／年）
• ⼯業⾼校への教育⽀援や溶接機寄付事業（（公財）溶接接合振興会が主催）に協⼒しています

表彰・認定制度
• 優れた溶接技能を有し、技能伝承に貢献されている⽅を⽇本溶接協会マイスターとして認定し

ています
• 優れた技術開発・発明を表彰しています（特に優れたものは特許庁⻑官賞に申請）

⽇本溶接協会の役割ついて
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以上、ご清聴ありがとうございました。


